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(企業会計)：国際的な会計基準の統一に向けた日本の当面の対応について 

 
退職給付に関する会計基準が 2012 年 5 月に改正され、2013 年度より適用が開始されたこ

と等により、日本の基準とＩＦＲＳとのコンバージェンスに向けた検討は一段落している。し

かし、両者の間には依然として隔たりがある。この収斂に向けた新たな方針では、ＩＦＲＳ任

意適用の増加が促されており、その動向は日本の会計基準の行方を占う上でも注目される。 

 

企業活動や金融資本市場のグローバル化が進展するなか、企業間の国際的な比較可能性を高め、

投資家による評価や企業による資金調達の難易度を引き下げることを目的として、会計基準の

国際的な統一に向けた検討が国際会計基準審議会を中心に進められている。こうした動きを背

景として、国際会計基準（ＩＦＲＳ）を自国の会計基準として適用したり、自国の会計基準を

ＩＦＲＳに近づける動きが世界各国に広がっている。 

 

わが国においても、グローバルな流れに沿って日本の会計基準とＩＦＲＳの主要な隔たりを解

消するコンバージェンスが図られてきた。退職給付に関する会計基準が 2012 年 5 月に改正さ

れ、2013 年度より適用が開始されたのも、こうした流れに沿ったものと位置づけられる。し

かし、一連のコンバージェンスによっても、隔たりは完全には解消されておらず、単一で高品

質な会計基準の策定というグローバルな目標に向けて、日本として如何に対応していくかが、

課題となっている。 

 

この課題への対応に関しては、昨年 6 月に企業会計審議会から公表された「国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）の適用のあり方に関する当面の方針」に、一定の方向性が示されている。多くの国・

地域で導入されているエンドースメント（自国基準にＩＦＲＳを取込むに当たっての基準の削

除・修正）の仕組みを設け、「我が国に適したＩＦＲＳ」を具体的に検討することもその一つ

だが、まずはＩＦＲＳを適用して連結財務諸表を提出するＩＦＲＳ任意適用企業数の増加を促

進するとの方針だ。 

 

ＩＦＲＳ任意適用企業数の増加は、国としてのＩＦＲＳ財団モニタリング・ボード（ＩＦＲＳ

財団の監視機能）のメンバー要件である「ＩＦＲＳの使用（強制または任意の適用を通じたＩ

ＦＲＳの顕著な使用）」を意識したものであり、ＩＦＲＳの基準作成における日本の発言権を

確保し、ＩＦＲＳを日本の会計基準や様々な慣行に適合するように修正することによって収斂

を図る狙いが込められている。 

 

では、ＩＦＲＳ任意適用企業数の増加促進策としてどのようなものが考えられるだろうか。「Ｉ

ＦＲＳの適用のあり方に関する当面の方針」には、具体策として適用要件の緩和が挙げられて

いる。ＩＦＲＳ任意適用の母集団の広がりを目指したものであり、昨年 10 月には、この方針

に沿って実際に適用要件の緩和が施行されている。 

 

具体的には、従来、企業がＩＦＲＳを適用する際に求められていた以下の４つの要件のうち、

a）及び d）が撤廃され、c）及び b）のみ、つまりＩＦＲＳによる連結財務諸表の適正性確保
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への取組・体制整備を行っていることのみに要件が緩和されている。 

 

a）上場会社であること 

b）有価証券報告書において、連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みに関わ

る記載を行っていること 

c）ＩＦＲＳに関する十分な知識を有する役員又は使用人を置いており、当該基準に基づい

て連結財務諸表を作成することができる体制を整えていること 

d）国際的な財務活動・事業活動を行っていること（外国に資本金が 20 億円以上の連結子会

社を有していることなど） 

 

ＩＦＲＳ任意適用の増加については、別の支援材料も期待されている。ＪＰＸ日経インデック

ス４００の算出開始である。ＧＰＩＦがベンチマークの一つとして採用することが公表された

ことでも注目されるＪＰＸ日経インデックス４００は、ＲＯＥや営業利益等の定量的な情報だ

けでなく、図表１にあるように定性的な要素も加味されて、構成銘柄が決定される株価指数で

ある。高ＲＯＥ企業で構成される株価指数とのイメージが強いが、構成銘柄の決定に際しては、

社外取締役のようなガバナンス要素の他、ＩＦＲＳ適用企業を優遇する定性的な判断プロセス

も設けられている。つまりＪＰＸ日経インデックス４００の普及が、ＩＦＲＳ任意適用を後押

しするのではないかとの期待である。 

 

会計基準が適切な内容で国際的に統一されることは、世界経済の効率化・活性化を図る上で有

効であると同時に、日本の市場や企業の競争力を確保する観点からも有益と考えられる。ただ

望ましくは、日本の企業活動・資金調達に不利とならないような形での統一であろう。足元で

38 社に留まっているＩＦＲＳ任意適用企業数（予定を含む）が、任意適用要件の緩和やＪＰ

Ｘ日経４００の普及によって、どの程度まで増加するかは未知であるが、将来的な日本の会計

基準の行方を左右し兼ねないという観点からは、エンドースメントの議論の行方とともに、Ｉ

ＦＲＳ任意適用企業数の動向にも注視が必要と言えそうだ。 

 

 

（梅内 俊樹） 

図表１　ＪＰＸ日経インデックス４００の構成銘柄決定の概要
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スクリーニング
定量的な指標による

スコアリング
定性的な要素

による加点
構成銘柄の決定

①適格基準による ○以下でスコアリング ○以下を勘案して加点

　 スクリーニング ・3年平均ROE：40% ・独立した社外取締役 スコアの高い400銘柄

②市場流動性指標 ・3年累積営業利益：40% ・IFRS採用・採用予定 を構成銘柄に決定

　 によるスクリーニング ・基準日の時価総額：20% ・決算情報英文資料の開示

対象銘柄

市場一部、市場二部、マザーズ、JASDAQ


